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 帝国データバンクは、2024年 1－12 月に発生した企業の休廃業・解散動向について調査・分析

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋田県内企業「休廃業・解散」動向調査（2024 年） 

休廃業・解散、2016 年以降最多の 564 件 
 

 

調査結果（要旨） 

1. 2024年の休廃業・解散は 564件、前年比 58.4％増 「あきらめ廃業」広がりの兆し 

2. 「黒字」休廃業の割合は 43.1％に低下 「資産超過」休廃業の割合は 72.4％に増加 

3. 休廃業企業の経営者年齢、平均 73.1歳で前年から 1.2歳上昇 

4. 業種別では「建設業」98件で最多、増加率は「製造業」が最も高い 

5. すべての都道府県で前年から「増加」 増加率最高は本県「秋田県」 

6.  

「休廃業・解散」件数 推移 
(2016年～) 

 

「資産超過型」「黒字」 
休廃業割合 推移 

前年からの増加率は 58.4％、全国で最も高い 

 

■ 帝国データバンクが調査・保有する企業データベースのほか、各種法人データベースを基に集計 

■ 「休廃業・解散企業」とは、倒産（法的整理）を除き、特段の手続きを取らずに企業活動が停止した状態の確認（休廃 
業）、もしくは商業登記等で解散（但し「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称 

■ 調査時点での休廃業・解散状態を確認したもので、将来的な企業活動の再開を否定するものではない。また、休廃業・解散後に法的 

整理へ移行した場合は、倒産件数として再集計する場合もある 
[注] Ｘ年の休廃業・解散率＝X 年の休廃業・解散件数/（X-1）年 12 月時点企業数 
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2024 年の休廃業・解散は 564 件、前年比 58.4％と大幅増 「あきらめ廃業」広がりの兆し 

 2024 年に秋田県で休業・廃業、解散を行った企業（個人事業主を含む、以下「休廃業」）は 564

件となり、2 年連続で増加した。2024 年 1 月以降、休廃業・解散件数は前年を大幅に上回る水準

が続き、年間件数としては前年に比べて 208 件・58.4％の大幅増となったほか、現行基準で集計

を開始した 2016年以降で最多を更新した。 

 休廃業した企業の雇用人数（正社員）は少なくとも累計 728人に及び、前年（450人）から 278

人増加した。すべての雇用機会が消失したものではないが、経営者を除く 278 人の従業員が転退

職を迫られた計算となる。消失した売上高の合計は 91 億円に上り、前年（67 億円）から増加し

た。 

 2024 年に休廃業となった企業のうち、保有資産の総額が債務を上回る状態で休廃業した件数＝

「資産超過型」の割合は 72.4％を占め、2016 年以降で 2020 年に次いで高かった。また、休廃業

する直前期の決算で当期純利益が「黒字」だった割合は 43.1％となった。 

 

 

 2020年から 22年にかけて、企業の休廃業は持続化給付金や雇用調整助成金など「給付」による

手厚い資金繰り支援策が功を奏し、コロナ禍の厳しい経営環境下でも抑制された水準で推移して

きた。しかし、2023 年以降はこれらの支援策は徐々に縮小されたほか、電気代などエネルギー価

格をはじめとした物価高、人手不足問題やそれに伴う人件費負担の増加など四重・五重の経営課

題が押し寄せた。加えて、秋田県は全国で最も社長の平均年齢が高く、且つ後継者不在率も高い

ことから、手元資金などで余裕があるうちに会社を畳んだ「あきらめ廃業」が増加した可能性が

ある。  

「休廃業・解散」動向 推移 

２３年比

（１年前）

休廃業・解散件数 (秋田県) 378 361 323 356 564 208

前年比 （単位：%） ▲ 3.6 ▲ 4.5 ▲ 10.5 +10.2 +58.4 ―

休廃業・解散率 （単位：%） 3.15 3.06 2.74 3.00 4.78 +1.78pt

対「倒産」倍率 （単位：倍） 7.88 21.24 8.50 7.74 10.85 +3.11pt

雇用人数 （従業員数） 614 657 661 450 728 278

売上高 （単位：億円） 85 96 95 67 91 24

企業倒産件数 (秋田県) 48 17 38 46 52 6

前年比 （単位：%） +17.1 ▲ 64.6 +123.5 +21.1 +13.0 ―

[注1] 休廃業・解散率は、当該年の休廃業・解散件数を前年末時点の企業総数で除して算出している

[注2] 従業員数・売上高合計は、判明したもののうち最も新しい数値を基準としている

2024集計年 2020 2021 2022 2023

休
廃
業
・
解
散

企
業
倒
産
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代表者年代別：休廃業企業の経営者年齢、平均 73.1 歳 前年から 1.2 歳上昇 

 休廃業・解散時の経営者年

齢は、2024 年平均で 73.1 歳

となった。5年連続で 70歳代

となったほか、前年から 1.2

歳上昇し、調査開始以降で最

高齢を更新した。最も休廃業

が多い年齢も 72 歳と廃業を

決断する経営者の年齢は 70

代前半で推移している。 

 年代別では、「 70 代」

（44.3％）が最も高いものの、

前年より 3.2pt下回った。 

一方で、「80歳以上」（24.5％）は前年から 1.3ptのアップとなった。また、「60代」（22.8％）、

「50 代」（6.8％）でも前年から割合が上昇するなど、現役世代でも市場からの退出を決断した企

業が増加した。 

 休廃業・解散企業で代表の高齢化が進み、特に 80歳以上では体力的な側面と後継者不在などに

より事業承継活動が困難となり、休廃業・解散を余儀なくされている可能性がある。  

 

業種別：「建設業」が 98 件で最多、増加率は「製造業」が最も高い  

 業種別で、最も件数が多い「建

設業」（98件）は、前年から 38.0％

増加し、2年連続過去 5年で最多

となった。前年からの増加率が

最も高いのは「製造業」（33件）

の 73.7％増で、次いで「サービ

ス業」（58件）の 41.5％増など 4

業種で増加となった。 

 

 

 

 

 

代表者年代別 休廃業・解散（割合） 

２３年比

（１年前）

休廃業・解散時

平均年齢(歳)
71.3 71.7 72.6 71.9 73.1 +1.2

ピーク年齢（歳） 71 71 73 71 72 +1

30歳未満 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% ±0.0pt

30代 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% ±0.0pt

40代 3.6% 4.6% 2.8% 2.2% 1.7% ▲ 0.5pt

50代 9.5% 6.2% 5.6% 6.6% 6.8% +0.2pt

60代 25.3% 25.6% 20.1% 20.4% 22.8% +2.4pt

70代 43.0% 44.6% 50.3% 47.5% 44.3% ▲ 3.2pt

80歳以上 18.6% 19.0% 21.2% 23.2% 24.5% +1.3pt

2024集計年 2020 2021 2022 2023

年
代
別

業種別 休廃業・解散件数 

２３年比

（１年前）

建設業 69 69 55 71 98 +38.0%

製造業 20 24 23 19 33 +73.7%

卸売業 24 20 20 16 18 +12.5%

小売業 56 33 30 42 39 ▲ 7.1%

運輸・通信業 3 8 5 6 6 ±0.0%

サービス業 51 50 44 41 58 +41.5%

不動産業 15 8 8 9 9 ±0.0%

その他の産業 140 149 138 152 303 +99.3%

[注]　「その他の産業」は、集計時点で業種が判然としない企業を含む

2024集計年 2020 2021 2022 2023

業
種
別
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地域・都道府県別：全都道府県で「増加」 増加率最高は本県「秋田県」  

都道府県別の発生状況では、すべての都道府県で前年から増加した。件数ベースで最も多いの

は「東京都」の 1万 5126件で、全国で唯一 1万件を超えた。次いで「神奈川県」（4416件）、「大

阪府」（4400件）、「愛知県」（3886件）と続いた。全国で 1000件を超えた都道府県は合わせて 19

を数え、前年から 5 県増加した。企業数と比例して休廃業数も多い大都市圏の発生が目立つ一方

で、「宮城県」「栃木県」「岐阜県」など、調査開始以降で初めて 1000 件台を記録した県もみられ

た。最も発生が少なかったのは「佐賀県」（314件）だった。 

 前年から最も増加した都道府県は本県「秋田県」で、前年比 58.4％の増加となった。「熊本県」

（50.9％増）と合わせて、前年比 1.5倍を超えたのは 2県のみだった。「鳥取県」（41.8％増）、「和

歌山県」（38.5％増）、「徳島県」（37.7％増）など、特に地方部で急増が目立った。 

 発生率を表す「休廃業・解散率」では、最も高いのが「東京都」の 7.71％で、全国で唯一 7％を

超えた。最も発生率が低いのは「佐賀県」（2.64％）だった。 

 

 

 

 

 

都道府県別 前年比増加率（２０２３年→2４年比較） 
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都道府県別 休廃業・解散件数（202４年） 
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【問い合わせ先】 

株式会社 帝国データバンク 秋田支店 担当：西 幸一郎 

TEL：018-833-4202    FAX：018-835-6823 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および

転載を固く禁じます。 

 

今後の見通し 

業績悪化で追いつめられた末の「あきらめ廃業」、水面下で広がっている可能性 

 2024 年の休廃業動向は、高水準となった企業倒産（法的整理）と同様に、大幅な増加傾向で推

移した。特に、2024 年の休廃業・解散では、平常時であれば安定した事業継続が可能な「資産超

過」の割合が増加したほか、80歳以上の高齢経営者による休廃業・解散が 2020年以降では最多と

なるなど、休廃業の現場における高齢化が一段と進行している点が特徴といえよう。 

 特に秋田県は全国で最も社長の平均年齢が高いことに加えて、後継者不在率も高いことから、

休廃業・解散との相関関係がみられる。 

 足元では、中小企業支援の軸足が「資金繰り」から「事業再生」へと変化するなか、自力再建が

困難な企業では余力があるうちに事業を畳む前向きな廃業を後押しする取り組みが進んでいる。

ただ、近時はコロナ禍からの業績回復が円滑に進まないことに加え、深刻化する人手不足への対

応や後継者不足問題、原材料価格や人件費、物流費など各種コストの増加分を販売価格に反映す

る価格転嫁が十分に進まないといった、四重・五重の苦境に立たされている中小企業は少なくな

い。 

 全国では、無理に事業を続けて経営資産を目減りさせた結果、廃業のステップを踏むこともで

きない状態へ至るよりも、M&A などを活用して予め経営資産を第三者に引き継いだ上で事業を畳

む方が望ましいという「前向きな廃業」の考えが増加している。秋田県においても 2025 年以降、

人手不足の解消や後継者の選定といった経営上の課題が山積するなかで、「自力での事業継続」か

「円満な廃業」か、将来を見据えた経営判断を迫られる機会はこれまでより増加するとみられる。 

 一方で、企業の自主的な廃業の増加に伴い、販路を失った取引先やサプライチェーンを担う事

業者が連鎖的に事業継続を断念したケースも全国ではみられる。「経営者保証に関するガイドライ

ン」の改定をはじめとした各種廃業支援による市場環境の整備と同時に、取引先の突然の廃業を

未然に防ぐ「サプライチェーン事業承継」といった考え方の導入など、高まる連鎖廃業・連鎖倒産

のリスクをいかに軽減するかといった取り組みも、中小企業支援策として同時並行で進めること

が求められる。 

 

 


